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研究成果の概要（和文）：欧米、東南アジアの一部の地域では、エネルギープロシューマがエネルギーシステム
のイノベーションに大きな影響を与えている。さらにエネルギープロシューマは、エネルギーデジタル化技術を
基盤とする社会システム化は、Community Renewable Energy（CRE）のような地域社会のWell-Being達成を目指
す活動と融合しつつある。このような「プロシューマ行動の創発」が、エコロジー的近代化や持続可能な社会構
築に向けていかなる意味を持つかや、今後のエネルギーモデルの可能性を検討した。

研究成果の概要（英文）：In Europe, the USA, and parts of South-East Asia, Energy Prosumers are 
significantly impacting energy system innovation. Furthermore, social systemization based on energy 
digitalization technologies is merging energy prosumers with activities such as Community Renewable 
Energy (CRE) that aim to achieve the Well-Being of local communities. The implications of such '
emergence of prosumer action' for ecological modernization, sustainable society building, and the 
potential of future energy models were examined.

研究分野：政策学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
エネルギープロシューマの台頭により、エネルギーインフラも大きく変貌を遂げようとしている。特にエネルギ
ーデジタル化技術によって電力グリッド（配電網）は、もはや電力を供給するだけのパイプ（血管）ではなく社
会の情報シグナルを伝搬する「神経網」としての機能も担うことになる。また、Agrivoltaicsでは、農業用地の
上部に太陽光発電パネルを設置し、農業作物と電力の併産を実施している。これもプロシューマといえる。この
ようなAgrivoltaicsの社会実装の可能性が飛躍的に増大したのは太陽光パネルの低価格化に加えて、スマート農
業などの農業部門のDXとの親和性の高さも背景にあるといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 パリ協定や SDGs等によって,脱炭素化シナリオとしてRE大量導入やRE100％が世界的

に強く認知されるようになってきた.日本では「REの主力電源化」がエネルギー基本計画に

盛り込められ,カリフォルニア州・ハワイ州では 2050年を目途に州内電源構成を RE100％

に高める政策目標を掲げた.このような背景から学術研究としても,Lund(2016)の RE100・

エネルギーシステム分析や RE 大量導入シナリオとしての「電気自動車（EV）やエネルギ

ーキャリア（水素等）」に関する研究が増加している.しかし,RE大量導入に伴う人間行動と

社会経済システムの変化について省察した研究は少ない. 

 そこで,研究課題の学術的「問い」は,RE 大量導入が人間行動と社会経済システムに対し

如何なる変化を生じさせるのか？そして,この変化は「エコロジー的近代化」「持続可能な社

会構築」等の社会経済システム再構築にいかなる影響があるのか？である.火力・原子力を

中心とする従来のエネルギーシステムは,「供給の安定性」を重視してきた.他方で RE大量

導入や RE100％のエネルギーシステムでは,自然気象条件の変動性と不確実性をシステム

に内包する.このため,RE比率が増加し,RE100％に近づくに従い,従来システムよりも「供給

の変動性」が増大する.Müller(2014）等の研究で,供給の変動性はデマンドレスポンス（DR）

やエネルギー貯蔵技術（蓄電池等）の「柔軟性資源」によって適切な対処がなされれば「技

術的」には大きな問題ではないことが研究的に示され実証されつつある. 

しかし,これら研究でも,RE 大量導入に伴う人間行動の変化や社会経済システムへの影響に

ついて省察されていない.例えば EU やアメリカ等の RE 大量導入事例では供給の変動性に

伴う柔軟性資源の普及と相乗して「消費者の行動変容」が観察されている.特に電力消費者

は系統電源から電力購入を減少させている。そして,太陽光（PV）パネルと「蓄電池・EV」

を自己所有し,「RE 発電と消費」が一体化する RE プロシューマ化が促進されている.そし

て,この REプロシューマは,REの変動性に対処するため自律的に DRを調整する.具体的に

は,RE 電力の供給超過時には蓄電池や EV に電力を貯蔵し,RE 電力の不足時には RE プロ

シューマ間で協調し電力取引を行う.さらに近年の機械学習やブロックチェーン等の IoT 技

術を基盤にした「エネルギー情報化技術」は,REプロシューマ間の協調と電力取引をバーチ

ャルパワープラント（VPP）等として社会システム化している.さらにこの社会システム化

は,Community Renewable Energy（CRE）のような地域社会のWell-Being 達成をめざす

活動と融合しつつある.このような「プロシューマ行動の創発」が,エコロジカル近代化や持

続可能な社会構築に向けていかなる意味と意義を持ちえるのかという点を意識して研究を

する 
 
 
 
２．研究の目的 

本研究の目的は,RE プロシューマの行動特性を明らかにし,この RE プロシューマが人間行

動と社会経済システムに与える影響を研究する.この研究の波及効果は, REプロシューマに

着眼することで,ポスト FIT政策を射程に入れた「新しい RE大量導入シナリオ」を提示で

きる点にある.現在,最も有力な RE大量導入シナリオは「柔軟性資源への投資シナリオ」で

あるが,本研究では REプロシューマに注目し,このシナリオを刷新する。さらに REプロシ

ューマが,エコロジカル近代化や持続可能な社会構築に果たす役割や可能性についても考察



し,環境学の発展に貢献したい. 
 
３．研究の方法 

脱炭素化や持続可能な社会構築に向けて再生可能エネルギー（RE）大量導入や RE100％に

注目が集まっている.学術研究としても RE大量導入が,人間行動や社会経済システムに与え

る影響を研究する必要がある。EUやアメリカ等における RE大量導入事例では,「RE発電

と消費」が一体化する REプロシューマが社会的に顕著になりつつある。 

研究方法としては RE プロシューマの行動分析を行うためクラウド型エネルギーマネジ

メントシステム等を使い研究し、電力ルーターを約 50世帯に設置し,REプロシューマの行

動特性を定量的に研究することを想定した。しかしながら、新型コロナウイルス感染症

(COVID-19)対策のため、この研究方法での実施が不可能であった。このため、波及効果と

しての,RE プロシューマに注目することで, RE 大量導入による脱炭素化シナリオを大きく

進展させるような事例研究を実施した。 
 
４．研究成果 

エネルギープロシューマの台頭により、実はエネルギーインフラも大きく変貌を遂げよ

うとしている。DXやエネルギーデジタル化技術によって電力グリッド（配電網）は、もは

や電力を供給するだけのパイプ（血管）ではなく社会の情報シグナルを伝搬する「神経網」

としての機能も担うことになる。 

 

太陽光・EV・蓄電池や、エネルギーマネジメントシステム（EMS）が搭載されたエネルギ

ープロシューマの建物では、IoT プラットフォームと生活空間等との接続が進む。そして、

これらの建物自身が、さまざまなデータや情報をやり取りするネットワークのノードやハ

ブとしても機能する。特にエネルギープロシューマの生活空間では、人工知能やセンサーデ

バイスが搭載された家電や事務機器等からもたらされるセンサー情報等が、ネットワーク

内にもたらされる。そして、これらの情報群（ビッグデータ）は、多様な社会ニーズを的確

に捉え、最適化された多様なサービスを生み出す源泉となる。 

 

例えば、スマート電力メーターから抽出された、家庭の電力波形や周波数等データについて、

機械学習等を用いて解析すれば、その家庭の内部でどのような電力機器が使用されている

のかをつぶさに確認することができる。さらに今後は、AI を搭載した家電機器や「ウェア

ラブルデバイスからもたらされる生体情報」などの「シグナル」も「神経化したエネルギー

インフラ」を通じて、ビッグデータとして社会的に共有化されることになる。また、そのよ

うな情報（ビッグデータ）は、医療・福祉支援や環境配慮行動の創出、避難行動等の公共政

策や新しいエネルギーサービスの高度化につながる。 

 

究極的には、エネルギープロシューマは、神経化するエネルギーインフラを拡充する結節点

（ノード）としての機能も担うことになる。エネルギープロシューマ間の電力取引やサービ

ス構築、協調行動の社会システム化によって、これらネットワーク網は、あたかも末梢神経

が自律的神経網を拡張する様相に類似の傾向を持つと考えることも可能だ。 

 

これは、従来のように公共部門が中央指令型トップダウン計画でインフラ網を拡充するの

ではなく、自律的で分散的かつ自己増殖的にインフラが拡張される可能性を意味する。この



ような「創発性」やダイナミックスが、社会システムの変化に大きな影響を与えるだろう。 

 

また、近年注目されるスマートシティとは、元々はスマートグリッドと呼ばれた都市におけ

る電力需給調整やデマンドレスポンス利用技術を基礎にして発展してきた。このスマート

グリッドに DX のような情報技術を活用した新しい都市サービスが付加され、拡大してき

たものがスマートシティといえる。 

 

上記で指摘したエネルギープロシューマが、IoTプラットフォームに支えられた「神経化し

た社会インフラ」に接続され、そして、ここからもたらされる情報がデータプラットフォー

ムで適切に利用され共有されれば、仮想空間と都市空間が融合し、再編成されたスマートな

都市やスマートな農山漁村化が今後、加速するだろう。この変化は、経済社会システムやビ

ジネスモデルの変容を考える際の手掛かりになるはずである。 
 

再エネには、地域社会との合意形成という意味での Co-delivery化に至る能動的コミュニケ

ーションが必要である。これに加えて、自然環境や地域環境情報を観察し活用するための知

恵ともいうべき、自然との高度なコミュニケーションが不可欠である。 

 

既にスマート農業では、気温・湿度・日射・土壌中のリンの変化など、各種の農業用センサ

ーデバイスが多く活用されている。これらによって得られた情報は、人工知能などを媒介し、

農作物の遠隔による品質管理、無線電力伝送なども活用した農業器具の自動化による農業

生産の省力化、Agrivoltaics（営農型太陽光発電）などへの応用など、最先端テクノロジー

を活用した新しい農業形態が試みられている。 

 

Agrivoltaicsでは、農業用地の上部に太陽光発電パネルを設置し、農業作物と電力の併産を

実施している。Agrivoltaicsの鍵は、太陽光や農業作物で使用する日射調整を通じて、農業

作物と電力の併産を最適化することにある。これらの行為は天候などの自然情報や環境情

報を的確に知ることで、太陽光の農作物と発電の利活用という高度化が可能となる。再エネ

大量導入が意識される以前から、この Agrivoltaicsのアイデアは存在していたのだが、社会

実装の可能性が飛躍的に増大したのは、太陽光パネルの低価格化に加えて、スマート農業な

どの農業部門の DXとの親和性の高さも背景にあるといえる。 
 
これら RE プロシューマと Agrivoltaics との関係などを考察できたことが研究成果として大き
い。 
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